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集約トラフィックに対する帯域制御方式と 

利用可能帯域推定方式の提案 
 

松田哲史†1†2 石原進†2
 

 

概要：ゲートウェイ装置(以下，GW)を介してベストエフォートサービスネットワークで接続される 2 拠点間で複数の
アプリケーション(以下，APL)が同時に通信を行うとき，2 拠点間通信の利用可能帯域が変動するため，高優先 APL

の通信フローの受信レートが必要な通信帯域(以下，必要帯域)未満となる問題(高優先通信帯域不足問題)が起き得る．

この問題の対策として，GW が 2 拠点間通信の利用可能帯域を推定し，得られた利用可能帯域推定値に基づきパケッ
トスケジューラを用いて通信フロー毎の送信帯域制御を行うことを考える．この時，利用可能帯域の推定値が推定誤
差により真の利用可能帯域より大きくなる場合がある．このため，真の利用可能帯域が高優先 APL の必要帯域より大

きい場合でも，高優先 APL の受信レートが必要帯域未満になることがある．本論文では，利用可能帯域推定処理から
得られる情報を用いて受信レートの必要帯域に対する不足量を推定し，推定した不足量を補うようにフロー毎の割当
送信帯域を制御することで高優先通信帯域不足問題の発生頻度を減らす帯域制御方式を提案する．また，利用可能帯

域推定に必要な追加トラフィック量を従来手法より少なくできる利用可能帯域推定方式を提案する．仮想マシンで構
築した仮想ネットワーク環境で提案方式を実行し，高優先通信帯域不足問題に対し，提案方式が従来方式より高い抑
制効果を示すことを確認した． 
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1. はじめに   

遠隔保守サービスシステムの様に，ゲートウェイ装置(以

下，GW)を介してベストエフォートサービスネットワーク

で接続される 2 拠点間で複数のアプリケーション（以下，

APL）が同時に通信を行う場合（図 1）に，2 拠点間通信の

利用可能帯域が変動するため，高優先 APL の通信フロー

（以下，フロー）の受信レートが必要な通信帯域（以下，

必要帯域）未満となることがある．本論文ではこれを高優

先通信帯域不足問題と呼ぶ．GW が複数フローからなる集

約トラフィックの転送時にあたり，個々のフローに対して

帯域制御を行わなければ，GW を含むネットワークはフロ

ーの優先度に関係なくパケットの転送・廃棄処理を行う．

従って，複数のフローの必要帯域の合計が利用可能帯域を

超える場合，高優先フローと低優先フローが優先度に関係

なく廃棄され，高優先通信帯域不足問題が起きる． 

GW による集約トラフィック転送時にフローに対して帯

域制御を行うための既存技術として，パケットスケジュー

ラが存在する[1]．帯域制御のためにパケットスケジューラ

を使うには，パケットスケジューラが送信するトラフィッ

クの送信レートの総和の上限値（以下，総レート）を決め

る必要がある．GW が実行するパケットスケジューラの総 

 

図 1 遠隔保守サービスのシステム例 

                                                                 
 †1 三菱電機(株)   

   Mitsubishi Electric Corporation.   

 †2 静岡大学   

   Shizuoka University   

 

レートが利用可能帯域より大きい場合，GW が転送したパ

ケットはベストエフォートサービスネットワーク内のボト

ルネックリンクでフローの優先度に関係なく転送・廃棄さ

れてしまう．一方，GW が実行するパケットスケジューラ

の総レートが利用可能帯域より小さいと，利用可能帯域を

有効利用できない．このため，利用可能帯域を GW が実行

するパケットスケジューラの総レートとして使用すること

が望ましい．ただし，ベストエフォートサービスネットワ

ークの利用可能帯域は動的に変化し，利用可能帯域の値を

直接知ることは通常できないため，利用可能帯域を推定す

る必要がある．これらのことから，GW が集約トラフィッ

クに対する帯域制御を行うために，GW が利用可能帯域を

推定し，得られた利用可能帯域推定値を総レートとしてパ

ケットスケジューラを実行する方法が考えられる． 

しかし，利用可能帯域推定値は通常誤差を含み，利用可

能帯域推定値が真の利用可能帯域より大きくなる可能性が

ある．そのことが原因で以下の様な問題が生じる．利用可

能帯域推定値が真の利用可能帯域より大きいと，ベストエ

フォートサービスネットワーク内のボトルネックリンクで，

高優先フローのパケットが廃棄される可能性が高い．高優

先フローのパケットが廃棄されると，当該フローの受信レ

ートが，廃棄パケット分だけ送信レートより低下する（図

2）．TCP フローの場合は，輻輳制御動作[2]により，送信元

の送信レート自体が低下する可能性もある．これらのこと 

 

図 2 高優先通信帯域不足問題の発生例 
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から，GW が利用可能帯域の推定処理とパケットスケジュ

ーリングを組み合わせて集約トラフィックの帯域制御を適

切に行わないと，利用可能帯域が高優先フローの必要帯域

より大きい時に，高優先フローに必要帯域分の送信帯域を

割り当てても，高優先フローの受信レートが必要帯域未満

となってしまう．  

本論文では，GW が，利用可能帯域推定処理から得られ

る情報を用いて受信レートの必要帯域に対する不足量を推

定し，推定した不足量を補うようにパケットスケジューラ

に設定する送信帯域を制御することで，高優先通信帯域不

足問題の発生頻度を減らす帯域制御方式を提案する．また，

利用可能帯域の推定方式として，送信側 GW が受信側 GW

に受信パケット量を定周期で問い合わせ，送信パケット量

と受信パケット量の比較によりパケットロス発生を検出す

ることで，利用可能帯域推定に必要な追加トラフィック量

を従来手法より少なくできる方式を提案する．そして，提

案方式を仮想マシンで構築した模擬ネットワーク環境で実

行して評価し，提案方式に高優先通信帯域不足問題抑制効

果があることを示す． 

論文の構成は以下の通りである．2 節で関連研究を述べ，

3 節で提案方式を説明する．4 節で提案方式の評価結果を示

し，5 節でまとめを述べる． 

2. 関連研究 

GW が利用可能帯域の推定を行い，複数の TCP もしくは

非 TCP のフローからなる集約トラフィックのフロー単位

の帯域制御を行う関連研究を整理する．複数フローからな

る集約トラフィックのフロー単位の帯域制御を目的として

GW が利用可能帯域の推定を行う手法が[3][4][5][6]で提案

されている．以下ではこれらを，フローの帯域制御に関す

る記述内容，利用可能帯域推定のためのオーバヘッド（ア

プリケーションの通信データに加えて送信が必要なデータ）

の 2 つの観点で整理する． 

Damjanovic らは[3]で，TCP Friendly Rate Control (TFRC) 

[7]の送信レート計算式を拡張した方式で利用可能帯域を

推定する MulTFRC という方式を提案している．[3]はフロ

ーの帯域制御について，パケットスケジューラの使用を提

案しているが，高優先通信帯域不足問題の対策について記

述はない．[3]の利用可能帯域推定のためのオーバヘッドは，

TFRC と同等である． 

TFRC の利用に伴うオーバヘッドは，送信パケットに付

加するシーケンス番号等のヘッダ情報と，受信側が RTT 時

間に 1 回程度の頻度で送信するフィードバックパケットで

あり，送信パケット数に比例する．IETF 標準プロトコル

DCCP[8]で TFRC を実装する場合，パケットに付与するヘ

ッダ情報は 32byte であり，MTU 値 1500byte の場合，送信

データの 32/1500 = 2%強がオーバヘッドとなる． 

Singh らは[4]で，2 拠点間の複数 TCP フローを対象とし

て，GW が複数本の TCP コネクションの輻輳制御ウィンド

ウを一括管理し，利用可能帯域を推定する Multi-Probe 

Aggregate TCP (MPAT)という方式を提案している．同方式

は帯域制御について，TCP フローの送信帯域が指定比率に

なるようパケットスケジューリングするが，同論文には高

優先通信帯域不足問題の対策について記述はない．[4]の利

用可能帯域推定のためのオーバヘッドは，TCP フローを対

象とする場合は 0 で，非 TCP フローを対象とする場合は

TFRC と同等である． 

Subramanian らは[5]で，利用可能帯域を，複数本の TFRC

コネクションの送信レートとして推定する OverQoS とい

う方式を提案している．OverQoS はフローの帯域制御につ

いて，パケットスケジューラを適用し，利用可能帯域推定

値が閾値未満になる確率を用いる確率的帯域保証方式であ

る．高優先通信帯域不足問題の対策について記述はない．

また，[5]の利用可能帯域推定のためのオーバヘッドは，

TFRC と同等である． 

Balakrishnan らは[6]で，利用可能帯域を，送信パケット

に付加するシーケンス番号等のヘッダ情報を用いて，TCP

の輻輳制御方式に類似する方式で推定する Congestion 

Manager (CM)という方式を提案している．同方式ではフロ

ーの帯域制御について，フローの送信帯域が指定比率にな

るよう制御するパケットスケジューリング方法を用いてい

る．高優先通信帯域不足問題の対策について記述はない．

また，[6]の利用可能帯域推定のためのオーバヘッドは，

TFRC と同等である． 

以上をまとめると，上述した手法では，高優先通信帯域

不足問題の対策が示されておらず，利用可能帯域推定のオ

ーバヘッドは TFRC と同等である．前述した様に，TFRC

のオーバヘッドは送信 IP パケット数に比例して増える．し

かし，一部の移動体通信サービスのように従量制課金契約

の通信回線を利用する場合，オーバヘッド削減が運用コス

ト削減につながるため，利用可能帯域推定のためのオーバ

ヘッドを削減することは有用な場合がある． 

3. 提案方式 

本節では，高優先通信帯域不足問題を改善する帯域制御

方式を提案する．また，提案帯域制御方式の評価に使用す

る利用可能帯域推定方式として，利用可能帯域推定のため

のオーバヘッドを削減可能な利用可能帯域推定方式を提案

する． 

3.1 提案帯域制御方式 

高優先通信帯域不足問題の発生頻度を減らすために，利

用可能帯域推定処理から得られる情報を用いて受信レート

の必要帯域に対する不足量を推定し，推定した不足量を補

うように送信帯域を制御する帯域制御方式を提案する．最

初に提案帯域制御方式の前提条件を示し，後の議論で用い

る変数・パラメータを示す．次に，TCP の様に再送による
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誤り回復を行うフローと，再送による誤り回復を行わない

フローに分けて，それぞれについて帯域制御の考え方を示

す．その後，フローの受信レートの必要帯域に対する不足

量推定方法，受信レートの必要帯域に対する推定不足量を

補うための送信帯域制御方法を説明する． 

3.1.1 提案帯域制御方式の前提条件 

まず，提案帯域制御方式の前提条件を説明する．提案帯

域制御方式では，送信側 GW が利用可能帯域推定を行い，

利用可能帯域推定値更新時に得られる情報を入力として，

最低帯域保証型パケットスケジューラの総レートを利用可

能帯域推定値に更新し，各フローi の最低保証帯域値𝐺𝑖(𝑡)

を更新する．利用可能帯域推定方式は，利用可能帯域推定

値を更新する時に，新しい利用可能帯域推定値，集約トラ

フィックの受信レート，ならびにパケットロス発生有無の

情報を提案帯域制御方式に提供可能であるものとする(図

3)．[3][4][5][6]に示される利用可能帯域推定方式はこの前

提条件を満たしており，これは特殊な前提条件ではない． 

帯域制御対象のフローの前提条件を説明する．各フロー

は優先度の降順に番号を付けられているものとする．再送

による誤り回復を行うフローi (𝑖 ∈ 𝐹r)については，アプリケ

ーションの要件から，平均受信レートが必要帯域以上か否

かを判定するための期間が設定されているものとする．こ

の期間を，平均受信レート算出期間と呼ぶ．再送による誤

り回復を行わないフローi (𝑖 ∈ 𝐹u)については，APL がパケ

ットロスの発生を想定して作られており，FEC による誤り

回復用パケット[9]などの冗長パケットを送信し，必要帯域

より大きい送信レートでデータを送信するものとする． 

以下で提案帯域制御方式の説明に用いる変数を表 1 に示

し，提案帯域制御方式の設定パラメータを表 2 に示す． 

3.1.2 再送による誤り回復を行うフローに対する帯域制御 

  方式 

再送による誤り回復を行うフローi の帯域制御に使用す

る最低保証帯域値𝐺𝑖(𝑡)の求め方を説明する．再送による誤

り回復を行うフローは，ある時点で送信できなかったデー

タを後で送信することが可能である．そこで，フローi の

受信レートの必要帯域に対する不足量推定値𝛿𝑖(𝑡)の積算

値∆𝑖(𝑡)を求め，優先度が高いフローから順にΔ𝑖(𝑡)が 0 以下

になる様に𝐺𝑖(𝑡)を決める．こうすることで，優先度が高い

フローほど，複数回の利用可能帯域推定値更新にわたる平

均受信レートが必要帯域𝑅f(𝑖)以上になる可能性が高くな

る． 

𝛿𝑖(𝑡)を以下の様に推定する．再送による誤り回復を行う

フローでは，パケットロス発生時に，パケットロスにより

受信レートが送信レートの𝑅(𝑡 − 1)/𝑊(𝑡 − 1)倍に低下す

るのに加えて，輻輳制御が働き送信元の送信レートが変わ

る可能性がある．このため，送信元の平均的な送信レート

は，パケットスケジューラが集約トラフィック内の誤り回

復を行う複数のフローに割り当てた送信帯域の合計値を， 

 

図 3 提案帯域制御方式が前提とする構成 

表 1 提案制御方式の説明に用いる変数 

変数 説明 

𝐺𝑖(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定値更新時に，フローi に対して

設定するパケットスケジューラの最低保証帯域値． 

𝛿𝑖(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定値更新時における，再送による

誤り回復を行うフローi の受信レートの必要帯域に対す

る不足量推定値 

∆𝑖(𝑡) 再送による誤り回復を行うフローi について，𝛿𝑖(𝑡)を直近

𝐶回の利用可能帯域推定値更新分積算した値． 

𝑊(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定値更新時に求める利用可能帯域

推定値． 

𝑅(𝑡 − 1) t 回目の利用可能帯域推定値更新時に測定する，送信レー

ト𝑊(𝑡 − 1)で送信した集約トラフィックの受信レート． 

𝑠(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定値更新時に求める，集約トラフ

ィックの受信レートと送信レートの比． 

𝐻(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定値更新時における，直近 M 回の

利用可能帯域推定値更新時の𝑠(𝑡)の履歴． 

{𝑠(𝑡), 𝑠(𝑡 − 1), .., 𝑠(𝑡 − (𝑀 − 1))} 

𝑠p(𝑡 + 1) t 回目の利用可能帯域推定値更新時に求める，𝑠(𝑡 + 1)の値

の下限の予測値．𝐻(𝑡)を入力に使用して求める． 

表 2 提案帯域制御方式が使用する設定パラメータ 

パラメータ 説明 

𝐹r 再送による誤り回復を行うフローの集合． 

𝐹u 再送による誤り回復を行わないフローの集合． 

𝐹 帯域制御対象のフローの集合．𝐹 = 𝐹r ∪ 𝐹u． 

𝐶 再送による誤り回復を行うフローについて，フロー

の受信レートの必要帯域に対する不足量の積算対

象とする利用可能帯域推定値更新回数． 

𝑀 𝐻(𝑡)に記録する直近の𝑠(𝑡)の数． 

𝑅f(𝑖) i 番目のフローの必要帯域．(1 ≤ 𝑖 ≤ 𝑁f) 

誤り回復を行うフローに等分配した値になると見込まれる．

この影響を考慮した受信レートの最小値と，フローの必要

帯域との差を𝛿𝑖(𝑡)とする．以上より，t 回目の利用可能帯

域推定値更新時に，再送による誤り回復を行うフローi に

対する受信レートの必要帯域に対する不足量推定値を以下

の式で計算する． 

𝑅f(𝑖) − (
𝑅(𝑡−1)

𝑊(𝑡−1)
) min (𝐺𝑖(𝑡 − 1), (

∑ 𝐺𝑗(𝑡−1)𝑗∈𝐹r

|𝐹r|
)) 

𝑅f(𝑖) − 𝐺𝑖(𝑡 − 1) 

∆𝑖(𝑡) = Σ𝑘=𝑡−(𝐶−1)
𝑡 𝛿𝑖(𝑘) 

 𝐶の値は，アプリケーションの要件による平均受信レート

算出期間と，利用可能帯域推定値更新頻度に基づき決める． 

受信レートの必要帯域に対する推定不足量を補うため，

∑ 𝐺𝑖(𝑡)
|𝐹|
𝑖=1 ≤ 𝑊(𝑡)を満たす範囲で，優先度が高いフローか

ら順に∆𝑖(𝑡) ≤ 0になる様に𝐺𝑖(𝑡)を決める．ただし，フロー

の最低保証帯域値が短時間に大きく変動すると，TCP の輻

帯域制御利用可能

帯域推定

送信パケットスケジューラ

総レート

＝利用可能帯推定値

送信側GW

フロー毎の

送信帯域

制御

情報提供

設定

利用可能

帯域推定

受信側GW

受信パケット

監視

受信

状態

(パケ 

ロス有) 

(パケロス無し) 

𝛿𝑖(𝑡) = 
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輳制御動作に悪影響を与えることが懸念されるので，必要

帯域  𝑅f(𝑖)に対する最低保証帯域値の加算量は𝐵limを上限

とする．以上より，t 回目の利用可能帯域推定値更新時に，

再送による誤り回復を行うフローi の𝐺𝑖(𝑡)を，優先度が高

いフローから順に，以下の式で更新する． 

 min (𝑊(𝑡) − Σ𝑗=1
𝑖−1𝐺𝑗(𝑡), min(𝑅f(𝑖) + 𝐵lim, 𝑅f(𝑖) +

∆𝑖(𝑡)))  (∆𝑖(𝑡) > 0) 

 min(𝑊(𝑡) − Σ𝑗=1
𝑖−1𝐺𝑗(𝑡), 𝑅f))            (∆𝑖(𝑡) ≤ 0) 

3.1.3 再送による誤り回復を行わないフローに対する 

  帯域制御方式 

次に，再送による誤り回復を行わないフローi の帯域制

御に使用する最低保証帯域値𝐺𝑖(𝑡)の求め方を説明する．再

送による誤り回復を行わないフローは，FEC による誤り回

復を想定すると，各時点の受信レートが必要帯域以上にな

るように制御することが必要となる．t 回目の利用可能帯

域推定値更新時に，パケットロスがある場合は，𝑊(𝑡 − 1)の

送信レートで送信した集約トラフィックの受信レートがパ

ケットロスで𝑅(𝑡 − 1)になったとみなして，各フローが同

じ割合でロスしたと仮定すると，再送による誤り回復を行

わないフローの受信レートは，送信レートの𝑠(𝑡) = 𝑅(𝑡 −

1)/𝑊(𝑡 − 1)倍となる．パケットロスが無い場合はフローの

受信レートは送信レートに等しくなる(𝑠(𝑡) = 1 倍)．t 回目

の利用可能帯域推定値更新で求めた 𝑊(𝑡)に対する

𝑅(𝑡)/𝑊(𝑡)の値はクロストラフィックの量に依存し，t 回目

の利用可能帯域推定値更新時には分からないが，クロスト

ラフィック量の変動に関する仮定をおけば，𝑠(𝑡 + 1)の取り

得る値の下限の予測値𝑠p(𝑡 + 1)を求めることはできる．

3.1.1 で述べたフローについての前提より，∑ 𝐺𝑖(𝑡)
|𝐹|
𝑖=1 ≤ 𝑊(𝑡)

を満たす範囲で，優先度が高いフローから順に，再送によ

る誤り回復を行わないフローi の最低保証帯域値を必要帯

域の1/𝑠p(𝑡 + 1)倍に設定することで，優先度が高いフロー

ほど受信レートが必要帯域以上になる可能性が高くなる． 

𝑠(𝑡 + 1)の取り得る値の下限の予測値𝑠p(𝑡 + 1)を以下の

方法で予測する．予測の前提条件として，クロストラフィ

ックの変動が，直近𝑀回の利用可能帯域推定値更新時の変

動と同程度であると仮定する．この仮定に基づき，𝑠p(𝑡 + 1)

の値を，𝐻(𝑡)に記録される直近𝑀回の𝑠(𝑡)の値を用いて

min (𝑠(𝑡), . . , 𝑠(𝑡 − (𝑀 − 1)))とする．𝐻(𝑡)を用いて𝑠p(𝑡 + 1)

を推測する方法に，ARIMA モデルなどの時系列解析の手

法[10]を適用することも考えられるが，本論文では，クロ

ストラフィックモデルに依存せず，処理が簡単であるため，

前記の方法を用いることとした．𝑀の値は，クロストラフ

ィックの変化周期として想定する時間長と，利用可能帯域

推定値更新頻度に基づき決める． 

以上より，受信レートが必要帯域未満となる可能性を低

くするため，再送による誤り回復を行わないフローi の最

低保証帯域値𝐺𝑖(𝑡)を以下の様に決める．送信側 GW が，

∑ 𝐺𝑖(𝑡)
|𝐹|
𝑖=1 ≤ 𝑊(𝑡)を満たす範囲で，優先度が高いフローか

ら順に，再送による誤り回復を行わないフローi の最低保

証帯域値を必要帯域の1/𝑠p(𝑡 + 1)倍に設定する．すなわち，

利用可能帯域推定値更新時に，再送による誤り回復を行わ

ないフローi に対する最低保証帯域値𝐺𝑖(𝑡)を，優先度が高

いフローから順に，以下の式で更新する． 

𝐺𝑖(𝑡) =   min(𝑊(𝑡) − Σ𝑗=1
𝑖−1𝐺𝑗(𝑡), 𝑅f(𝑖)/𝑠p(𝑡 + 1)) 

3.2 提案利用可能帯域推定方式 

提案帯域制御方式の評価に使用する利用可能帯域推定

方式として，利用可能帯域推定のためのオーバヘッドが小

さい利用可能帯域推定方式を提案する．骨子は以下の通り

である． 

・送信側 GW が受信側 GW で管理する受信パケット数情報

をメッセージで問い合わせ，自ら管理する送信パケット

数情報と比較することでパケットロス検出を行う． 

・パケットロス検出結果に基づき，TCP の輻輳制御方式同

様の Additive Increase Multiplicative Decrease (AIMD)の考

え方で利用可能帯域推定値を更新する． 

同方式の説明に使用する変数を表 3 に，提案帯域制御方

式の設定パラメータを表 4 に示す． 

3.2.1 提案利用可能帯域推定方式の処理内容 

提案利用可能帯域推定方式は，(i) 送信側 GW が𝑇cを周期

として受信側 GWで管理する受信パケット数情報をメッセ

ージで問い合わせてパケットロス検出に必要な情報を取得

する処理，(ii) 送信側 GW が利用可能帯域推定値を更新す

る処理の 2 段階から成る．図 4 に，送信側 GW が t 番目の

利用可能帯域推定において，受信側 GW からパケットロス

検出に必要な情報を取得する手順を示す．図 4 において送

信側 GW は，①で自身の𝑃s(𝑡)と𝑇s(𝑡)を取得し，④で受信側

GW から𝑃r(𝑡), 𝐵r(𝑡), 𝑇r(𝑡)を取得する． 

ベストエフォートサービスネットワークは優先制御を行わ

ないため，パケット転送経路変化時を除いて，受信側 GW

は，送信側 GW が送信したパケットを送信順で受信する．よ

って，送信側 GW が送信するパケットと受信パケット量読み

出し要求の前後関係は定常的には入れ替わらない．従って， 

表 3 提案利用可能推定方式の使用変数 

変数 説明 

𝑃s(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定時に送信側 GWが記録する累積

送信パケット数． 

𝑇s(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定時に送側 GWが累積送信パケッ

ト数を読み出した時刻． 

𝑃r(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定時に受信側 GW が読み出す累積

受信パケット数． 

𝐵r(𝑡) t 回目の利用可能多帯域推定時に受信側 GWが読み出す累

積受信バイト数． 

𝑇r(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定時に受信側 GWが累積受信パケ

ット数を読み出した時刻． 

𝐿(t) t 回目の利用可能帯域推定時に求めるパケットロス数． 

𝑅(𝑡 − 1) t 回目の利用可能帯域推定時に測定する，送信レート

𝑊(𝑡 − 1)で送信した集約トラフィックの受信レート．  

𝑊(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定で求める利用可能帯域推定値． 

𝐷(𝑡) t 回目の利用可能帯域推定で求める，利用可能帯域推定値

増加時の加算量． 

𝐺𝑖(𝑡) = 
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表 4 提案利用可能推定方式の設定パラメータ 

パラメータ 説明 

𝑇c 送信側GWが受信パケット量読み出し要求を送信す

る周期． 

𝜃H, 𝜃L 利用可能帯域推定値が過大か否かを判断するため

に使用するパケットロス数の閾値．𝜃H ≥ 𝜃L． 

𝐷ini 
利用可能帯域推定値増加時の加算量の初期値． 

𝐷max 利用可能帯域推定値増加時の加算量の上限値． 

𝛼 利用可能帯域推定値増加時の加算値を増やすため

に使用する乗数．𝛼 > 1とする． 

𝛽 パケットロス数> 𝜃Hの場合に，新たな利用可能帯域

推定値を求めるため， 𝑅から減算する値． 

𝑊ini 
利用可能帯域推定値の初期値． 

 

図 4 パケットロス検出に必要な情報の取得手順 

図 4 の⑤で𝐿(𝑡)と𝑅(t-1)は以下の式で計算できる． 

𝐿(𝑡) = (𝑃s(𝑡) − 𝑃s(𝑡 − 1)) − (𝑃r(𝑡) − 𝑃r(𝑡 − 1)) 

𝑅(𝑡 − 1) = (𝐵r(𝑡) − 𝐵r(𝑡 − 1))/(𝑇r(𝑡) − 𝑇r(𝑡 − 1)) 

送信側 GW は，パケットロス検出結果と利用可能帯域推

定値の増加量を表す変数𝐷(𝑡)を使用して，AIMD の考え方

に基づいて，新しい利用可能帯域推定値𝑊(𝑡)を求める．利

用可能帯域推定値が過大か否かを𝐿の値で判断するための

閾値として𝜃H, 𝜃Lの 2 つを使用する．𝐿 > θHの場合は利用可

能帯域推定値が過大と判断して，Multiplicative Decrease の

ため受信レートを元に 

𝑊(𝑡) = 𝑅(𝑡 − 1) − 𝛽 

とする．𝑅(𝑡 − 1)から𝛽を減算する理由は，ボトルネックリ

ンクのバッファに空きを作り，パケットロス発生を止める

ためである．θH ≥ 𝐿 > θLの場合は利用可能帯域推定値が少

し大きいと判断して， 

𝑊(𝑡) = (𝑊(𝑡 − 1) + 𝑅(𝑡 − 1))/2 

とする．𝜃L ≥ 𝐿の場合は利用可能帯域推定値が小さいと判

断して， 

𝑊(𝑡) = 𝑊(𝑡 − 1) + 𝐷(𝑡 − 1) 

とする．この場合， 𝐷(𝑡)の値は，TCP の輻輳制御方式の

Slow Start フェーズでの指数関数的増加と，その後の

Additive Increase と同様の動作になる様に， 

𝐷(𝑡) = min (𝛼𝐷(𝑡 − 1), 𝐷max) 

とする．𝐿 > 𝜃Lの場合は𝐷(𝑡) = 𝐷iniとする．初期値につい

ては，𝑊(1) = 𝑊ini，𝐷(1) = 𝐷iniとする． 

3.2.2 提案利用可能帯域推定方式のオーバヘッド 

提案方式のオーバヘッドは，利用可能帯域推定実行時に

送信側 GWが受信側 GWと行う受信パケット量読み出し要

求/応答メッセージであり，送信パケット数に依存せず利用

可能帯域推定の実行頻度に比例する．受信パケット量読み

出し要求は，メッセージ種別情報(2byte)と，応答との対応

付けのためのシーケンス番号情報(2byte)を含めば良いので，

UDP/IPv4 パケットで送信する場合で 32byte のサイズの IP

パケットで実現可能である．受信パケット量読み出し応答

は，メッセージ種別情報(2byte)，要求との対応付けのため

のシーケンス番号情報(2byte)，受信パケット数情報(8byte)，

受信バイト数情報(8byte)と時刻情報(8byte)を含めば良いの

で，UDP/IPv4 パケットで送信する場合で 56byte のサイズ

の IP パケットで実現可能である．よって，利用可能帯域推

定のためのオーバヘッドは，1 回の利用可能帯域推定につ

き 88byte であり，1 秒に 1 回利用可能帯域推定を実行する

場合で 0.704kbps となる． 

2 節で説明したように，既存研究で TFRC ベースの方式

で例えば 1Mbps の通信量があった場合，通信量の 2%強

(20kbps)が利用可能帯域推定のオーバヘッドとなり，提案

方式のオーバヘッドの方が小さい．ただし，提案利用可能

帯域推定方式は𝑇cの周期で利用可能帯域推定値を更新し，

 𝑇cはラウンドトリップタイムより十分大きい値にする必

要があるため，ラウンドトリップタイム毎に利用可能帯域

推定値を更新する既存方式よりも，利用可能帯域変化への

追従性は劣る． 

4. 提案方式の評価結果 

4.1 評価項目と評価環境 

 本節では，提案方式の評価項目と評価環境を説明する．

提案方式について，高優先通信帯域不足問題抑制効果の従

来方式との違いと，利用可能帯域変化への追従性の確認を

目的に評価にした．評価は，仮想マシンで構築した模擬ネ

ットワーク環境で提案方式を実行して行った．評価項目と

評価方法を表 5 に示す． 

8 コア/8GB メモリの PC で実行する Oracle VirtualBox 上

で 6 台の Linux OS 仮想マシン(以下，VM)を内部ネットワ 

表 5 評価項目と評価方法 

評価項目 評価方法 

1) 高優先通信

帯域不足問

題抑制効果 

複数 UDP クロストラフィックを周期的に発生さ

せ，帯域制御対象の 5 本の TCP フローもしくは

UDP フローを流し、各フローの受信レートを測

定．  

2) 利用可能 

帯域変化へ

の追従性 

複数 UDP クロストラフィックをランダムに発生

させ，帯域制御対象の 5 本の TCP ないしは UDP

フローを流し、利用可能帯域推定値と，各フロー

の受信レートを測定． 

 

図 5 評価用の仮想マシン構成 

②受信パケット量読み出し要求送信
① と を記録

④受信パケット量読み出し応答送信

③ ， を
含む受信パケット量
読み出し応答を作成

メッセージでの問い合わせ処理

送信側GW

利用可能帯域推定値を更新

受信側GW

⑤パケットロス数 と
受信レート を計算

VM3

模擬ベストエフォート

サービスネットワーク
VM4

VM1

GW (提案方式を実行するプログラム)

＋帯域制御対象トラフィック送信APL

VM5

VM2

クロストラフィック送信APL

VM6

クロストラフィック受信APL

GW (提案方式を実行するプログラム)

＋帯域制御対象トラフィック受信APL
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表 6 評価で使用した提案方式のパラメータ 

パラメ
ータ 

値 パラメ
ータ 

値 パラメ
ータ 

値 パラメ
ータ 

値 

𝑇𝑐 1.0 秒 𝐷ini 50kbps 𝛽 100kbp
s 

𝐶 10 

𝜃𝐻 1 𝐷max 1Mbps 𝑊ini 1Mbps 𝑀 10 

𝜃𝐿 0 𝛼 1.2   𝐵lim 50kbps 

ークで接続し，評価用に使用した．提案方式の実行プログ

ラムの他，帯域制御対象トラフィック，クロストラフィッ

クの送受信のために iperf3 [11]を VM 上で実行した．TCP

の輻輳制御方式は Cubic を使用した．最低帯域保証型パケ

ットスケジューラとして Linux の htb [12]を使用した．htb

でフローの最低保証帯域値に 0 を設定できないため，最低

保証帯域値は 80kbps 以上に設定した． 

評価で使用した仮想ネットワークの構成を図 5 に示す．

ベストエフォートサービスネットワークのボトルネックリ

ンクと遅延を模擬するため，VM3 と VM4 の間の双方向の

パケット送信に対して 5Mbps でシェーピングし，片道 25ms

の遅延時間を付加した． 

評価に使用した，提案利用可能帯域推定方式と提案帯域

制御方式のパラメータを表 6 に示す．表 6 の𝛼と𝛽の値は，

𝛼は 1.1 と 1.2 の 2 通り，𝛽は 150kbps と 100kbps の 2 通り

を組み合わせ，4 通りの𝛼と𝛽の値で利用可能帯域推定動作

と高優先通信帯域不足問題抑制効果を評価した結果に基づ

き選定した． 

4.2 高優先通信帯域不足問題の抑制効果 

本節では，GW が何も帯域を制御しない場合，従来の帯

域制御方式，ならびに提案帯域制御方式の高優先通信帯域

不足問題抑制効果を，制御対象フローの受信レートが必要

帯域未満となる割合を指標に用いて比較する．高優先通信

帯域不足問題が抑制されている場合，利用可能帯域が減る

時に優先度が低いフローから順に受信レートが減り，利用

可能帯域が増える時に優先度が高いフローから順に受信レ

ートが増えることが期待される．こうした状況を観察する

ため，クロストラフィックとして常に送信する 3Mbps CBR 

UDP フロー1 本，周期的に送信を開始/停止する 310kbps 

CBR UDP フロー3 本を使用した．後者のフローの周期を調

整して，利用可能帯域を 15 秒毎に 2Mbps→1.69Mbps→

1.38Mbps→ 1.07Mbps→ 760kbps→ 1.07Mbps→ 1.38Mbps→

1.69Mbps→2Mbps と変化させた．帯域制御対象のフローは

5 本で 320 秒間送信し，各フローの必要帯域を 400kbps に

設定した．5 本の異なる優先度の TCP フローの場合，5 本

の異なる優先度の CBR UDP フローの場合の 2 通りで評価

した．TCP，UDP いずれの場合も，優先度 1 が最も優先度

が高く，優先度の数字が増えるに従い優先度が低くなる設

定とした．TCP フローの 10 秒平均受信レートと，UDP フ

ローの 1 秒間の受信レートを，Linux の conntrack エントリ

からフロー毎の受信バイト数を 1 秒毎に読み出し求めた． 

最初に，利用可能帯域推定と帯域制御を行わない方式に 

 

(a) TCP フローの受信レート 

 

(b) UDP フローの受信レート 

図 6 帯域制御をしない方式の受信レート 

表 7 受信レートが必要帯域未満となる割合(帯域制御なし) 

 優先度 1 

(400kbps) 

優先度 2 

(400kbps) 

優先度 3 

(400kbps) 

優先度 4 

(400kbps) 

優先度 5 

(400kbps) 

TCP 75.7% 69.6% 75.7% 73.9% 86.1% 

UDP 100% 20.3% 97.2% 62.1% 87.9% 

ついての測定結果を示す．TCP フローの 10 秒平均受信レ

ートと UDP フローの受信レートを図 6(a),(b)に，最初と最

後の 10 秒間を除く期間において，5 本の TCP フローの 10

秒平均受信レートと5本のUDPフローの受信レートが必要

帯域未満となる割合を表 7 に示す． 

TCP フローについては，優先度と無関係に 5 本のフロー

が同じ様な受信レートになっており，受信レートが必要帯

域未満となる割合も 5本の TCP フローで 69%以上の同じ様

な値になっている．UDP フローについては，優先度 2 と優

先度 4 のフローが他のフローに比べて受信レートが必要帯

域未満となる割合が低くなっている．TCP，UDP いずれの

場合も，優先度が高いフローほど，受信レートが必要帯域

未満となる割合が低いという関係にはなっておらず，受信

レートが必要帯域未満となる割合も，優先度 2 の UDP フロ

ーを除くといずれも 60%より大きい．このように、GW が

何も帯域を制御をしない場合に，高優先通信帯域不足問題

が起きることが確認できた． 

必要帯域を最低保証帯域値に設定する従来の帯域制御

方式について，利用可能帯域推定に本論文で提案する方式

を用いた場合の測定結果を示す．TCP フローの 10 秒平均

受信レートと UDP フローの受信レートを図 7 にしめす．最

初と最後の 10 秒間を除く期間で，5 本の TCP フローの 10

秒平均受信レートと 5本のUDPフローの受信レートが必要

帯域未満となる割合を表 8 に示す． 

TCP，UDP どちらでも，利用可能帯域が減少する時は優

先度が低いフローから受信レートが下がり，利用可能帯域

が増加する時は優先度が高いフローから受信レートが上が

る動作となっている．受信レートが必要帯域未満となる割 
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(a) TCP フローの受信レート 

 

(b) UDP フローの受信レート 

図 7 従来型の方式の受信レート 

表 8 受信レートが必要帯域未満となる割合(従来型方式) 

 優先度 1 

(400kbps) 

優先度 2 

(400kbps) 

優先度 3 

(400kbps) 

優先度 4 

(400kbps) 

優先度 5 

(400kbps) 

TCP 82.1% 87.9% 90.7% 94.3% 100% 

UDP 60.7% 70% 79% 91% 97.6% 

合は，優先度が高いフローほど低くなっている．従って，

必要帯域を最低保証帯域値に設定する方式には，高優先通

信帯域不足問題の抑制効果があるといえる． 

次に提案方式での測定結果を図 8 と表 9 に示す．図 8 に

示す TCP フローと UDP フローの受信レートの変化は，利

用可能帯域が減少する時は優先度が低いフローから受信レ

ートが下がり，利用可能帯域が増加する時は優先度が高い

フローから受信レートが上がる動作となっている．表 9 に

示す受信レートが必要帯域未満となる割合は，優先度が高

いフローほど低くなっている．従って，必要帯域を最低保

証帯域値に設定する方式に，高優先通信帯域不足問題の抑

制効果がある． 

従来方式の評価結果（表 8）を，提案方式の評価結果（表

9）と比較すると，提案方式の方が優先度 1 から 4 のフロー

で受信レートが必要帯域未満となる割合が低く，提案方式

の方が従来方式より高優先通信帯域不足問題の抑制効果が

高いことが分かる．但し，提案方式は優先度が高いフロー

に必要帯域より大きい帯域を割り当てる場合があるため，

必要帯域を最低保証帯域値に設定する従来方式に比べて，

優先度が低いフローに割り当てられる帯域が減る副作用が

ある． 

以上より，提案帯域制御方式が，従来方式より高い高優

先通信帯域不足問題の抑制効果を持つことが確かめられた． 

4.3 利用可能帯域変化への提案方式の追従性 

提案方式の利用可能帯域変化への追従性を評価するた

め，利用可能帯域がランダムに変化する環境で，利用可能

帯域推定値と，制御対象フローの受信レートを測定した結

果を示す．実際のネットワークで利用可能帯域がランダム 

 

(a) TCP フローの受信レート 

 

(b) UDP フローの受信レート 

図 8 提案方式の受信レート 

表 9 受信レートが必要帯域未満となる割合(提案方法) 

 優先度 1 

(400kbps) 

優先度 2 

(400kbps) 

優先度 3 

(400kbps) 

優先度 4 

(400kbps) 

優先度 5 

(400kbps) 

TCP 0% 32.5% 67.9% 96.1% 100% 

UDP 14.5% 37.6% 63.4% 88.3% 98.6% 

変化する状況を模擬するために，クロストラフィックとし

て，常に送信する 3Mbps CBR UDP フロー1 つと，通信継

続時間が指数分布近似の 100kbps CBR UDP フローを，ポア

ソン生起を近似するように発生させ，最大で 4 本の 100kbps 

CBR UDP フローが発生するようにした．帯域制御対象のフ

ローは 5 本で 320 秒間送信し，優先度が高いフロー（優先

度 1）から順に必要帯域を 300kbps, 400kbps, 500kbps, 

200kbps, 600kbps に設定し，5 本の異なる優先度の TCP フ

ローがある場合，および 5 本の異なる優先度の CBR UDP

フローがある場合について調べた。 

帯域制御対象のフローが TCP と UDP の場合の利用可能

帯域推定値の変化を図 9，受信レートの変化を図 10，受信

レートが必要帯域未満となる割合を表 10 に示す． 

図 9 の結果より，帯域制御対象のフローが TCP, UDP の

いずれでも，100kbps から 200kbps の利用可能帯域の変動

に対して，利用可能帯域推定値は 3 秒から 5 秒の遅れと最

大 400kbps程度のオーバーシュート/アンダーシュートで追

従していることが分かる． 

フローの受信レートについては，本評価シナリオでは利

用可能帯域の最小値が 1600kbps なので，優先度 1 から優先

度 4 のフローの受信レートは必要帯域以上の値になること

が期待される動作となる．図 10 では，利用可能帯域推定値

が 1400kbps程度に落ち込む 140 秒から 160 秒の間を除くと，

優先度 1 から優先度 4 のフローの受信レートは必要帯域に

程度の値になっている．但し，優先度 1 から 3 のフローの

受信レートが必要帯域より大きくなる時が多く，その分，

特に優先度 5 のフローの受信レートが低くなっている．表

10 を見ると，最も優先度が高い優先度 1 の TCP フローに
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ついて，受信レートが必要帯域未満となる割合が 34%と高

くなっている．優先度 1 の TCP フローの 10 秒間の平均受

信レートの最小値は 294kbp なので，平均受信レートが 34%

の割合で 300kbps を数 kbps 下回っていることとなる．これ

は，提案方式の処理内容から，必要帯域が小さい TCP フロ

ーの提案帯域制御方式の変数∆𝑖(𝑡)が，必要帯域が大きい

TCP フローの∆𝑗(𝑡)より小さくなり，最低保証帯域値𝐺i(𝑡)が

必要帯域より大きい値になる機会が相対的に少ないことが

理由と考えられる． 

以上より，提案利用可能帯域推定方式は，100kbps から

200kbps の利用可能帯域の変動に 3 秒から 5 秒の遅れで追

従可能であり，利用可能帯域変動時に提案帯域制御方式に 

 

(a) 帯域制御対象のフローが TCP 

 

(b) 帯域制御対象のフローが UDP 

図 9 利用可能帯域推定値の変化 

 

(a) TCP フローの受信レート 

 

(b) UDP フローの受信レート 

図 10 フローの受信レート 

表 10 受信レートが必要帯域未満となる割合 

(提案方式の追従性の評価) 

 優先度 1 

(300kbps) 

優先度 2 

(400kbps) 

優先度 3 

(500kbps) 

優先度 4 

(200kbps) 

優先度 5 

(600kbps) 

TCP 34% 0.4% 0% 30.5% 100% 

UDP 9.6% 12% 8.9% 28.2% 95.5% 

よる高優先通信帯域不足問題の抑制効果が得られることを

確認できた． 

5. おわりに 

本論文では，GW で接続される 2 拠点間の利用可能帯域

が変動する場合に高優先フローの受信レートが必要帯域を

下回る高優先通信帯域不足問題を対象として，フローの送

信帯域制御方式を提案した．提案方式は，利用可能帯域推

定処理から得られる情報を用いて受信レートの必要帯域に

対する不足量を推定し，推定した不足量を補うように送信

側で割り当てる送信帯域を制御することで高優先通信帯域

不足問題の発生頻度を減らす．仮想ネットワーク環境上の

実装評価により，提案手法が既存手法より高優先通信帯域

不足問題の抑制効果が高いことを示した．加えて，提案す

る帯域制御方式の評価に使用する利用可能帯域推定方式と

して，利用可能帯域推定に必要な追加トラフィック量を従

来手法より少なくできる利用可能帯域推定方式を提案し，

仮想ネットワーク環境上の実装評価により，利用可能帯域

推定値更新周期が 1 秒の場合に 100kbps から 200kbps の利

用可能帯域の変動に 3 秒から 5 秒の遅れで追従可能である

ことを示した．帯域制御方式における受信レートの必要帯

域に対する不足量の推定方法の改善と，利用可能帯域推定

方式の追従性改善が今後の課題である． 
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